（様式５号）

就職情報プラットフォーム（Webサイト）構築業務
企画提案書届出書

　　　年　　　月　　　日

神戸市公立大学法人理事長　あて

（申請者）

所在地

法人・団体名

代表者役職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

※法人にあっては登録代表者印を押印してください
（申込に関する担当連絡先）

部署・職名

氏名

電話番号

ＦＡＸ番号

Ｅ-mail

下記調達について企画提案書を別添のとおり提出します。

記

調達件名　　就職情報プラットフォーム（Webサイト）構築業務
１　提出書類
（１）企画提案書（様式６号）
（２）見積書（任意様式）ただし、積算の内訳がわかるもの
（３）団体概要（様式７号）
（４）共同企業体結成届出書（様式８）
（５）その他補足資料（任意）

（様式６号）
企画提案書
(2)
（
（様式７号）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       団体概要
	法人・団体名
	

	代表者名
	

	所在地


	

	役員数
	

	職員数
	

	設立年月日
	

	主な事業


	


	経営における理念・経営方針について


	

	法令遵守及び情報管理体制について

	

	経営状況

（単位千円）

〈直近の３年度分を記入〉


	年度
	
	
	

	
	総収入（総売上）
	
	
	

	
	総支出（総費用）
	
	
	

	
	当期損益
	
	
	

	
	累積損益
	
	
	

	本件委託業務事業者への選定を希望する理由


	

	類似業務に関する実績


	


（様式８号）
年　　月　　日
共同企業体結成届出書
神戸市公立大学法人理事長　宛
　
当社は、就職情報プラットフォーム（Webサイト）構築業務の公募型プロポーザルに参加するにあたり、共同企業体を結成し、下記のとおり代表者及び代表者の権限を構成員全員一致で定めましたので届出ます。なお、当該件名の委託事業者に選定された場合は、各構成員は当該件名の委託事業者としての業務の遂行及び業務の遂行に伴い当共同企業体が負担する債務の履行に関し、連帯して保証します。
	共同企業体
	名　称
	

	
	所在地
	

	
	代表者
	　　印

	共同企業体の構成員
※共同企業体の代表者含む
	所在地
団体名
代表者氏名
	印

	
	所在地
団体名
代表者氏名
	印

	
	所在地
団体名
代表者氏名
	印

	共同企業体の
成立・解散
の時期及び
存続期間
	   年   月   日から当該委託事業者の委託期間終了後3か月を経過する日まで。ただし､当該共同企業体が上記件名の委託事業者とならなかったときは､当該選定を受けることができなかった日に解散するものとします。また､当共同企業体の構成団体の加入、脱退又は除名については､事前に神戸市公立大学法人の承認がなければこれを行うことができないものとします。

	代表者の権限
	1 委託事業者の選定の申請に関する件　
2 神戸市公立大学法人との委託契約締結に関する件
3 経費の請求受領に関する件　
4 その他契約に関する件

	そ  の  他
	1 本届出書に基づく権利義務は他人に譲渡することはできません。
2 代表者の権限に属する事項以外の事項については、構成員全員で構成する運営委員会において、多数決により決するものとします。


· 共同企業体での応募の場合のみ提出してください。記入欄が足りない場合は、欄を追加して使用してください。
· 共同企業体（団体名称、所在地、代表者氏名）には、代表団体の情報を記入、押印してください。
■記載様式は自由


■「就職情報プラットフォーム（Webサイト）構築業務　採点表」の審査項目及び内容を踏まえて、次の（１）～（１４）の項目についての企画提案を記載すること





（１）トップページ、メニューバー、アインコン等のデザイン（スマートフォン画面も含む）　


（２）必要な情報に容易にたどりつける構成、情報量の削減について


（３）スマートフォン重視の提案


（４）企業及び学生の登録促進のための工夫


（５）管理ページの提案


（６）マニュアルの作成について


（７）データの管理（業務実施に必要なデータの収集・管理、個人情報の保護など）


（８）業務実施体制図（業務の取組体制や事務局の人員配置体制など）


※実施体制において、他の事業者等に再委託（下請けを含む）をする場合はその旨を明記すること


（９）業務全体の工程表（会議の頻度、制作に当たり本校職員が対応することなども具体的に記載する）


（１０）システム構成（クラウドを使用するのであれば、どこのサービスを使うのか、信頼性を確保するために冗長化がとられているのか、CMSのソフトは何か使うのか、承認フローにはどんな機能があるのか等）


（１１）Webサイト運用開始後のセキュリティ体制（脆弱性情報の収集とアップデート、WEBサーバへのDoS攻撃有無等の監視）


（１２）仮納品（ホームページ公開）後の修正にかかる対応について


（１３）2026年度以降の保守・運用管理の対応と費用の説明


（１４）その他、必要と思われる業務提案や効果的な企画提案、業務実施にあたり業務遂行能力や安全対策、これまでの実績等のアピール等があれば記載
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